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●県民経済計算
・令和4年度の県内総生産（名目）は、8兆2252億円
となった。電気・ガス・水道・廃棄物処理業が
9.6％、情報通信業が3.2％減少したものの、卸
売・小売業が8.3％、運輸・郵便業が10.0％増加
したことなどから、経済成長率は3.2％となった。
　［Ｅ１,Ｅ２］
・物価変動の影響を取り除いた県内総生産（実質）
は、8兆757億円で、経済成長率は2.4％となった。
　［Ｅ１］
・県民所得は2.6％増の6兆2104億円、1人当たり県
民所得は3.4％増の319万2千円となった。［Ｅ３］

資料：岐阜県の県民経済計算結果
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資料：岐阜県の県民経済計算結果
注）県民所得には企業所得等を含むため、これを県の総人口で除した「1人当たり県民所得」は県民個人の給与や実収入の水準を表すものではない

Ｅ１　経済成長率の推移

Ｅ２　経済活動別県内総生産（生産側・名目）

Ｅ３　県民経済計算の主要指標
区　分

県内総生産（名目）（億円）

県 民 所 得（億円）

1人当たり（千円）

増 加 率（ ％ ）

第1次産業（農林水産業）

第2次産業
（鉱業、製造業、建設業の計）

令和3年度　2兆9349億円
令和4年度　2兆9989億円

令和3年度　4兆9207億円
令和4年度　05兆914億円

第3次産業
（電気・ガス・水道・廃棄物処理業
  ～その他のサービスの計）

注）県内総生産（令和4年度：8兆2252億円）は、
輸入税等加算・消費税控除後の額であり、
第1次産業～第3次産業の計とは一致しない

（％）

農林水産業

鉱業

製造業

建設業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融・保険業

不動産業

公務

教育

保健衛生・社会事業

その他のサービス

619
637

116
142

23,640
23,959

5,592
5,888

1,995
1,803

7,874
8,525

3,572
3,931

1,106
1,401

1,637
1,585

3,040
3,388

7,348
7,299

5,368
5,370

3,684
3,824

2,731
2,756

7,513
7,679

3,339
3,353

 平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4年度

 71,927 75,161 76,210 78,062 79,707 79,057 76,788 79,668 82,252

 55,881 58,398 59,063 60,296 61,104 60,538 57,038 60,505 62,104

 2,736 2,874 2,919 2,997 3,053 3,038 2,883 3,085 3,192

 △ 0.2 5.1 1.6 2.7 1.9 △ 0.5 △ 5.1 7.0 3.4

名目

実質
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